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本資料の位置づけ・構成

本資料の位置づけ

本資料は、本市の新たな総合計画策定のための基礎的な資料として、個別の政策
分野の動向のうち、教育分野について、以下の８項目で各種データを用いて示した現
状と課題である。

本資料の構成

１．教育全般 ５．さまざまな支援が必要な子どもについて

①就学年齢の児童生徒の状況 ①学校種別の学習費総額、構成比、公私比較

②市立学校児童生徒数・教職員数 ②小中学校における就学援助認定者数の推移

③大学等進学率・１８歳人口の推移 ③いじめ認知件数（全国）

２．確かな学力 ④いじめ認知件数及び解消率（川崎市）

①～③「ＰＩＳＡ（ピザ）調査」の概要 ⑤不登校の状況

④「国際教員指導環境調査（ＴＡＬＩＳ）」の結果概要 ⑥特別支援学級児童数の増加（小学校）

⑤産業界から求められる人材像 ⑦特別支援学級生徒数の増加（中学校）

⑥「学ぶ意欲」、「学習習慣」 ６．生涯学習社会の実現に向けて

⑦⑧全国学力・学習状況調査の結果 ①生涯学習施設の利用状況

⑨⑩市学習状況調査の結果 ②図書館の利用者数の推移

３．豊かな心 ③生涯学習の経験と成果

①「自尊心」の国際比較 ④取り組んだ生涯学習の内容と今後の取組み意向

②本市の「自尊意識」「将来の夢、目標」 ⑤ＯＥＣＤ　国際成人力調査の結果（PIAAC：ピアック）

　を持つ子どもの割合の推移 ⑥「ネットワーク型行政」の一層の推進
４．健康な身体 ⑦社会教育関係組織の変遷

①本市の「新体力テスト」結果の全国との比較

②③中学校給食の実施状況
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本資料の位置づけ・構成

本資料の位置づけ

本資料は、本市の新たな総合計画策定のための基礎的な資料として、個別の政策
分野の動向のうち、教育分野について、以下の８項目で各種データを用いて示した現
状と課題である。

本資料の構成

７．教育環境の整備 ８．教育費

①小中学校の児童生徒数の将来推計 ①教育費の割合、財源内訳

②小中学校１校あたりの在籍数 ②教育費の推移等

③学齢人口及び高齢人口の将来推計

④校舎等の老朽化

⑤建替えにかかる多額の費用

⑥校舎等の計画的な修繕による「長寿命化」

⑦「長寿命化」「再生整備」により、

　効果的・効率的に教育環境を整備

⑧「長寿命化」と併せて行う校舎

　の「再生整備」

-2-



１．教育全般①

就学年齢の児童生徒の状況

出典；H26.5.1時点
全国的な出現割合や、
進路状況等から推計
したおおまかな数値
を含む

市立小中学校では普
通学級でも、発達障害
や、経済的な課題のあ
る児童が一定の比率
を占める。

中学校進学にあたっ
ては、２割程度が私立
学校へ進学する。

高校等への進学にあ
たっては、学力や経済
的な問題など様々な事
情により、希望する進
路へ進めない生徒が
いる。

90%

私立中学校等
（およそ２０％）
およそ７，２００人

80% 80%

70% 70%

私立高校等
（およそ４８％）
およそ１７，２００人

60% 60%

100% 私立小学校（約２．８％）　およそ２，０００人

10% 10%

50% 50%

100%

90%

0% 0%

40% 40%

30% 30%

20% 20%

市立小学校通学者（９６．９％） ７１，４３６人

６歳～１１歳合計 約７３，７００人

うち普通学級（９８．１％） ７０，０６４人

うち特別支援学級（１．９％）
１，３７２人

うち発達障害（ＬＤ、ＡＤＨＤ、アスペルガー等）
の疑い（７．７％） 約５，４００人

特別支援学校通学者（０．３％） ２４４人

うち就学援助対象者
（６．５％） 約４，６００人

うち生活
保護対象者
（２．１％）
約１，５００人

特別支援学校通学者
（０．８％）２７３人

うち普通学級（９８％）

２８，２０４人

市立中学校通学者
（７９．４％）２８，８１６人

うち特別支援学級
（２％）６１２人

発達障害の疑い
（４％）約１，１００人

生活保護（３．５％）
約１，０００人

市立高校通学者（約１０．９％）

約３，９００人

うち全日制 ３，０００人
定時制 ９００人

県立高校通学者（約３８．５％）

約１３，８００人

うち全日制 約１２，６００人
定時制 約 ３５０人
通信制 約 ８５０人

特別支援学校通学者（１．５％）
５４１人

１２歳～１４歳合計 約３６，３００人 １５歳～１７歳合計 約３５，８００人

就学援助（９．６％）
約２，８００人

無職ほか不明
（およそ１．１％）
およそ４００人
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１．教育全般②

市立学校児童生徒数・教職員数

合計１７３校の市立小・中・高・特別支援学校には、１０万人以上の子どもが学び、６，０００
人以上の教職員が教育活動に携わっている。

出典：川崎市教育委員会調べ

市費職員 県費職員 合計 普通 特別支援 合計

小学校 113 381 3,606 3,987 70,062 1,372 71,434

中学校 52 76 1,695 1,771 28,204 612 28,816

特別支援 3 8 239 247 510

高校(全) 5 303 303 3,649 3,649

高校(定) 97 97 1,139 1,139

合計 173 865 5,540 6,405 103,054 1,984 105,548

参考：教育委員会事務局及び教育施設職員

273 18 54 345

校種 学校数
教職員数 児童・生徒数

事務職員 技術職員等 指導主事 合計

(5)
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１．教育全般③

大学等進学率・１８歳人口の推移

大学・短大の収容率は９１．７％に達しているが、実際の進学率は５５．１％に留まってい
る。今後の１８歳人口は、平成３３年頃から減少することが予測されている。

出典：文部科学省「平成25年度版 文部科学白書」

進学率１（大学＋短大＋高専＋専門学校）
１８歳人口（万人）

収容力（大学＋短大）

高校等卒業者数（万人）

高専４年次在学者数（万人）

専門学校入学者数（万人）

短大入学者数（万人）

大学入学者数（万人）

91.7％

77.9％

55.1％
進学率２（大学＋短大）

大学： 49.9％
短大： 5.3％
高専４年次： 0.9％
専門学校： 21.9％

大学： 54.9％
短大： 5.5％

大学： 49.9％
短大： 5.3％

60.4％

現役志願率（大学＋短大）

(2000) (2010) (2020) (2030)昭和 平成
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教育全般 要点

小中学校段階では、市立学校の子どもへの関与の度合いが大きいが、年齢が上

がるにしたがって市の関与は減少する。

小中学校においては、普通学級にも、発達障害や経済的な課題のある子ども

が相当数存在している。
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２．確かな学力①

「ＰＩＳＡ(ﾋﾟｻﾞ)調査」の概要－１

世界的な学習到達度調査の代表的なものが「ＰＩＳＡ調査」

出典：文部科学省、国立教育政策研究所
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２．確かな学力②

「ＰＩＳＡ(ﾋﾟｻﾞ)調査」の概要－２

２００３年及び２００６年の調査で見られた「学力低下」傾向が、いわゆる「ゆとり教育」の結
果なのではないかと話題になった。

出典：文部科学省「平成24年度文部科学白書」

これまでのOECD生徒の学習到達度調査（PISA）の結果
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２．確かな学力③

「ＰＩＳＡ(ﾋﾟｻﾞ)調査」の概要－３

２０１２年に実施された最新調査では、学力の回復傾向が見られ、いずれの結果（「数学的
リテラシー」「読解力」「科学的リテラシー」）も参加国の中で、上位となった。

出典：文部科学省、国立教育政策研究所
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２．確かな学力④

「国際教員指導環境調査（ＴＡＬＩＳ）」の結果概要

平成２５年に実施された第２回調査に日本は初めて参加した。（ＯＥＣＤ加盟３４か国等）

日本の中学校教員の勤務時間は他の参加国よりも特に長く、人材の不足感も大きい。

生徒の主体的な学びを引き出すことに対する自信が低く、ＩＣＴ活用の割合も低い。

出典：文部科学省ＨＰ
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２．確かな学力⑤

産業界から求められる人材像

産業界からは「主体性」や「コミュニケーション能力」等を備えた人材が求められている。

出典：産業界の求める人材像と大学教育への期待に関するアンケート（2011年1月(社)日本経済団体連合会）

特に重視されるのは、主体性、コミュニケー
ション能力、実行力、チームワーク・協調性

技術系・理科系では「専門分野の知識」や「専門
分野に関する他領域の基礎知識」を身につけるこ
とへの期待が高い。
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２．確かな学力⑥

「学ぶ意欲」、「学習習慣」

国際的な比較において「学力」は高い一方で、「学ぶ意欲」や「学習習慣」には課題がある。
「主体性」や「コミュニケーション能力」などを備えた国際的に活躍できる人材の育成が求め
られている。

出典：平成２４年度文部科学白書（文部科学省）

-12-



２．確かな学力⑦

全国学力・学習状況調査の結果（正答率）

本市の子どもの学力については、全国・神奈川県をやや上回っている。

出典：文部科学省、国立教育政策研究所、川崎市総合教育センター

国語Ａ 国語Ｂ 算数Ａ 算数Ｂ
川崎市 73.2% 57.6% 79.1% 60.9%
神奈川県 71.3% 54.6% 76.9% 58.6%
全国 72.9% 55.5% 78.1% 58.2%

国語Ａ 国語Ｂ 数学Ａ 数学Ｂ
川崎市 80.6% 52.6% 67.9% 61.5%
神奈川県 79.2% 51.5% 67.0% 60.8%
全国 79.4% 51.0% 67.4% 59.8%

●本市の小学校国語及び算数の結果は、全国や
県と比べて、やや上回っている。
●全国や県と同様に、「知識」を問うＡ問題に比べ
て「活用」に関するＢ問題は１６～２０ポイント程度
低くなっている。
●ただし、Ｂ問題の方が全国平均と比べた場合、
川崎市のほうが上回る率が高い。

●本市の中学校国語及び数学の結果は、全国や
県と比べて、やや上回っている。
●全国や県と同様に、「知識」を問うＡ問題に比べ
て「活用」に関するＢ問題は６～２８ポイント程度
低くなっている。特に国語での低下が著しい。
●ただし、Ｂ問題の方が全国平均と比べた場合、
川崎市のほうが上回る率が高い。

■正答率（小学校）

■正答率（中学校）

40.0%

45.0%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

国語Ａ 国語Ｂ 算数Ａ 算数Ｂ

平成２６年度 全国学力・学習状況調査結果（小学校）

川崎市

神奈川県

全国

40.0%

45.0%

50.0%

55.0%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

国語Ａ 国語Ｂ 数学Ａ 数学Ｂ

平成２６年度 全国学力・学習状況調査結果（中学校）

川崎市

神奈川県

全国
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0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0% 80.0% 90.0% 100.0%

○朝食を毎日食べている。

○自分にはよいところがあると思う。

○学校の授業以外に平日２時間以上勉強している。

○学校の授業以外に平日３０分以下しか勉強していない。

○家の人（兄弟姉妹以外）と学校の出来事について話をする。

生活習慣や学習状況

小学校（川崎市）

小学校（全国）

中学校（川崎市）

中学校（全国）

２．確かな学力⑧

全国学力・学習状況調査の結果（都道府県別正答率等）

川崎市の子どもの学力は、基礎(A)・応用(B)とも、全国・神奈川県を上回っている。

出典：文部科学省、国立教育政策研究所、川崎市総合教育センター

※川崎市の順位(白抜
き数字)については、本
市と同水準の都道府
県の順位を示してい
る。

1 秋田県 77.4 % 1 秋田県 67.3 % 1 秋田県 85.1 % 1 秋田県 66.2 % 1 秋田県 84.4 % 1 福井県 55.9 % 1 福井県 74.3 % 1 福井県 66.9 %

2 鳥取県 77.0 % 2 石川県 62.7 % 2 福井県 83.1 % 2 福井県 64.1 % 2 福井県 83.0 % 2 秋田県 55.8 % 2 秋田県 73.0 % 2 秋田県 65.5 %

3 茨城県 76.9 % 3 福井県 61.8 % 3 石川県 82.5 % 3 石川県 63.6 % 3 富山県 82.3 % 3 富山県 55.1 % 3 富山県 71.1 % 3 静岡県 63.7 %

4 青森県 76.6 % 4 青森県 60.5 % 4 青森県 81.3 % 4 富山県 62.0 % 4 石川県 81.9 % 4 群馬県 54.2 % 4 石川県 70.9 % 4 富山県 63.6 %

5 広島県 75.9 % 5 富山県 59.5 % 5 富山県 81.0 % 5 東京都 61.2 % 5 群馬県 81.1 % 5 石川県 53.7 % 5 静岡県 70.9 % 5 石川県 63.4 %

25 川崎市 73.2 % 12 川崎市 57.6 % 17 川崎市 79.1 % 6 川崎市 60.9 % 10 川崎市 80.6 % 8 川崎市 52.6 % 18 川崎市 67.9 % 12 川崎市 61.5 %

39 神奈川県 71.3 % 29 神奈川県 54.6 % 39 神奈川県 76.9 % 15 神奈川県 58.6 % 32 神奈川県 79.2 % 20 神奈川県 51.5 % 26 神奈川県 67.0 % 14 神奈川県 60.8 %

43 岐阜県 70.2 % 43 北海道 52.9 % 43 島根県 76.3 % 43 徳島県 55.8 % 43 滋賀県 77.9 % 43 岡山県 48.1 % 43 福島県 64.7 % 43 佐賀県 56.5 %

44 山梨県 70.1 % 44 滋賀県 52.7 % 44 三重県 76.2 % 44 和歌山県 55.7 % 44 和歌山県 77.4 % 44 高知県 47.7 % 44 岩手県 64.1 % 44 滋賀県 56.3 %

45 徳島県 70.1 % 45 大阪府 52.6 % 45 北海道 75.8 % 45 滋賀県 55.3 % 45 高知県 77.2 % 45 和歌山県 47.5 % 45 佐賀県 64.0 % 45 岡山県 55.9 %

46 三重県 69.6 % 46 三重県 52.5 % 46 愛知県 75.8 % 46 鹿児島県 55.3 % 46 大阪府 77.0 % 46 大阪府 47.2 % 46 高知県 62.7 % 46 高知県 53.6 %

47 和歌山県 69.4 % 47 愛知県 52.4 % 47 滋賀県 75.6 % 47 北海道 55.2 % 47 沖縄県 74.4 % 47 沖縄県 45.6 % 47 沖縄県 58.2 % 47 沖縄県 50.3 %

小学校 中学校

国語Ａ 国語Ｂ 算数Ａ 算数Ｂ 国語Ａ 国語Ｂ 数学Ａ 数学Ｂ
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授業が「わかる」児童の割合(小学校)

わかる
どちらかとい
えば、わかる

どちらかとい
えば、わから
ない

わからない 無回答

H24 54.6 36.3 6.8 1.7 0.6
H25 57.2 35.1 5.8 1.5 0.4
H26 55.3 35.8 6.0 1.4 1.5

H24 44.8 37.9 13.5 3.1 0.7
H25 47.9 36.4 12.2 2.9 0.5

H26 46.5 36.9 12.1 2.7 1.9

H24 53.0 31.5 10.6 4.2 0.8
H25 55.2 30.1 10.4 3.8 0.5
H26 55.3 29.8 9.7 3.2 1.9

H24 63.6 29.0 5.3 1.4 0.7
H25 67.1 26.9 4.5 1.1 0.4
H26 67.1 26.5 4.1 0.9 1.4

理科

国語

社会

算数

２．確かな学力⑨

市学習状況調査の結果（「授業が分かる」子どもの割合）

本市の小学校児童の理解度は、上昇傾向にはあるが、「わかる」と感じる児童をさらに増
やしていく必要がある。

出典：川崎市総合教育センター
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２．確かな学力⑩

市学習状況調査の結果（「授業が分かる」子どもの割合）

学習内容が難しくなる中学校では、小学校より「わかる」と感じる生徒の割合はどの教科に
おいても低い。

出典：川崎市総合教育センター

授業が「わかる」生徒の割合(中学校)

わかる
どちらかとい
えば、わかる

どちらかとい
えば、わから
ない

わからない 無回答

H23 31.4 50.4 13.6 4.3 0.3
H24 30.4 51.5 13.8 4.0 0.4
H25 32.0 49.4 13.8 4.5 0.3

H23 29.7 43.3 19.8 7.0 0.3
H24 29.1 43.3 19.7 7.5 0.4
H25 27.0 42.9 20.8 9.0 0.3

H23 28.0 38.9 21.4 11.3 0.3
H24 31.2 38.0 20.0 10.4 0.4
H25 30.6 40.2 18.2 10.7 0.4

H23 22.8 43.4 24.3 9.2 0.4
H24 23.1 43.3 23.7 9.4 0.4
H25 24.9 44.0 22.2 8.6 0.4

H23 27.4 37.3 21.9 13.1 0.3
H24 27.5 38.6 21.6 11.8 0.5
H25 29.3 39.2 19.9 11.4 0.3

国語

社会

数学

英語

理科
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３．豊かな心①

「自尊心」の国際比較

一般的に日本の青少年は「自尊心」が低いと言われている。

0

2

4

6

8

10

12

14

日本 韓国 アメリカ スウェーデン ドイツ

(％)
「自分に誇れるものはない、わからない・無回答」と回答した青少年の割合

（１８歳～２４歳の男女）

出典：
「第7回世界青年意識調査結果」
（平成１６（２００４）年１月
内閣府政策統括官

（総合企画調整担当付
青少年育成第１担当））
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３．豊かな心②

本市の「自尊意識」「将来の夢、目標」を持つ子どもの割合の推移

全国と比較して「自尊意識」や「夢や目標」を持つ子どもの割合が低かったが、近年その差
は縮まってきている。

「自尊意識」の推移

■「自分にはよいところがあると思う、どちらかといえばあると思う」と回答した児童生徒の割合
（小学校6年生） （中学校3年生）

出展：平成26年度全国学力・学習状況調査

「将来に関する意識」の推移
■「将来の夢や目標を持っている、どちらかといえば持っている」と回答した児童生徒の割合

（小学校6年生） （中学校3年生）
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４．健康な身体①

本市の「新体力テスト」結果の全国との比較

全体的に体力が低く、小学生は特に「持久力」が低く「柔軟性」は比較的高い。

中学生は持久力以外は劣っている。オリンピック・パラリンピックなどを契機として、ス
ポーツの振興や体力づくりに向けて取り組む必要がある。

全国平均を１００％とした場合
の本市の子どもの体力

出典：Ｈ２５新体力テスト（文部科学省）

60.0%

70.0%

80.0%

90.0%

100.0%
握力（ｋｇ）

50ｍ走（秒）

立ち幅跳び（ｍ）長座体前屈（ｃｍ）

20mシャトルラン（回）；小／持久走
（秒）；中

小６男子

小６女子

中３男子

中３女子
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４．健康な身体②

中学校給食の実施状況－１

平成２６年５月現在

全員喫食
家庭からの
弁当との
選択制

1 札幌市 97 97
自校調理方式　１９校
親子調理方式　７８校（親３９校、子３９校）

2 仙台市 64 64
自校調理方式　１２校
親子調理方式　　１校（子）
センター方式　　５１校　全５施設（PFＩ２、公設民営1、直営２）

3 さいたま市 57 57
自校調理方式　５４校
親子調理方式　　２校（子）
センター方式　　  １校　　（直営１）

4 千葉市 56 56 センター方式　５６校　　全３施設（PFＩ２、公設民営１）

5 川崎市 52 52 ○ ○中学校ランチサービス事業　５２校（内ホットランチ８校）

6 横浜市 147 ＊　147

     業者による校内での弁当販売　121校
     業者による校内でのパン販売　１1校

*   自動販売機でのごはん・パン販売　14校
     学食を利用　１校（高校附属中）

7 相模原市 37 7 ※　30
センター方式　７校     全２施設（公設民営１、直営１）
※デリバリー方式(弁当)　３０校

8 新潟市 57 30 ※　2７

自校調理方式　８校
親子調理方式　１校（子）
センター方式　２０校　全１４施設（公設民営１０、直営４）
※デリバリー方式（弁当。ランチルーム用は食缶）２８校(内全員喫食は1校）

9 静岡市 43 32 ※　11

自校調理方式　１校
親子調理方式　１校(子）
センター方式　３０校　全９施設（PFＩ１、公設民営４、直営４）
※デリバリー方式（弁当）　１１校

10 浜松市 48 48
自校調理方式　３５校
親子調理方式　 １校（子）
センター方式　 １２校　　全５施設（公設民営４、直営１）

11 名古屋市 111 1 ※　109 ＊　1
自校調理方式　３校（※２校）
※デリバリー方式（弁当。ランチルーム用は食缶）　１０７校
＊児童福祉施設の食堂を利用　1校

平成２６年度政令市における中学校給食の状況

政令指定都市名 学校数

給食の形態

市教委が
給食以外の

昼食提供
備　　考

完全給食
ミルク
給食

未実施
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４．健康な身体③

中学校給食の実施状況－２

中学校完全給食の方向性を示していない政令指定都市は、横浜市、堺市の２市のみと
なっている。

出典：川崎市教育委員会調べ

全員喫食
家庭からの
弁当との
選択制

12 京都市 73 5 ※　66 ＊　1 ◆　1

自校調理方式５校（小中併設校）
※デリバリー方式（弁当）　６６校
＊高校附属中は食堂の弁当を利用　1校
◆家庭からの弁当のみ　1校

13 大阪市 130 ※　14 ※　114 ＊　2
※デリバリー方式(弁当)　　１２８校
＊児童福祉施設の食堂を利用 ２校

14 堺市 43 43 ○ ○ランチサポート事業　４３校

15 神戸市 82 82 ○

○中学校弁当販売事業　６９校
校内での弁当販売　３校
校内でのパン販売　７校
家庭からの弁当のみ　３校

16 岡山市 38 36 ＊　2

自校調理方式　２３校
親子調理方式　 １校(親）
センター方式 　１２校　　全８施設（公設民営８）
＊　　児童自立支援施設の食堂を利用　１校
　　　 家庭からの弁当と校内パン販売　1校

17 広島市 64 21 ※　43

自校調理方式　５校
親子調理方式　３校（子）
センター方式　１３校　全６施設（公設民営１、直営５）
※デリバリー方式(弁当)　　４３校

18 北九州市 62 62 親子調理方式　６２校(子）

19 福岡市 69 69
自校調理方式　５校
センター方式　６４校　全４施設（公設民営４)
＊７月末で１センター廃止。８月にPFＩで1施設開設予定。

20 熊本市 42 42
自校調理方式　２校
親子調理方式　２校（子）
センター方式　３８校　　全１５施設（公設民営１４、直営１）

政令指定都市名 学校数

給食の形態

市教委が
給食以外の
昼食提供

備　　考
完全給食

ミルク
給食

未実施

平成26年11月から一部の中学校
で、平成27年度中には全中学校で
実施予定

平成26年4月
全員喫食に移行
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「生きる力」の育成 要点

（２．確かな学力 ３．豊かな心 ４．健康な身体）

国際的な学力調査「PISA」の結果では、日本の子ども(15歳児)の学力は、

OECD諸国でトップクラスである一方で、「学ぶ意欲」や「学習習慣」は課題となっ

ており、「分かる授業」によって学ぶ楽しみを大切にすることなどで、子どもたちの

「学ぶ意欲」を育み、総合的な学力向上を図ることが求められている。

日本の子どもは「自尊感情」が低いとされており、豊かな心を育む取組などによ

り、子どもたちが自尊感情や将来に関する意識を高めるための教育を進めること

が必要である。

都市部の子どもに共通した特徴として、体力不足があげられる。身体を動かす

楽しさを子どもたちに実感させることや、正しい食習慣を身に付ける教育が求めら

れている。
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５．さまざまな支援が必要な子どもについて①

学校種別の学習費総額、構成比、公私比較

すべて公立学校へ通学した場合（ケース２）でも、高校まで１５年間で５００万円以上の学習
費（授業料・通学費・学用品費・学習塾・習い事の費用等の合計）がかかる。

出典：文部科学省「平成24年度子どもの学習費調査」

幼稚園 小学校 中学校 高等学校

ケース１
（すべて公立）

5,035,479
(公→公→公→公)

ケース２
（幼稚園だけ私立）

5,807,460
(私→公→公→公)

ケース３
（高等学校だけ私立）

6,776,610
(公→公→公→私)

ケース４
（幼稚園及び高等学校が

私立）

7,548,231
(私→公→公→私)

ケース５
（小学校だけ公立）

10,083,039
(私→公→私→私)

ケース６
（すべて私立）

16,782,339
(私→私→私→私)

区分
学習費総額

合計

690,300
(公立)

1,462,281
(私立)

1,834,842
(公立)

8,534,142
(私立)

1,351,020
(公立)

3,885,468
(私立)

1,159,317
(公立)

2,900,448
(私立)

(円)
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５．さまざまな支援が必要な子どもについて②

小中学校における就学援助認定者数の推移

就学援助認定者は年々増加し、小学校では４０人クラスに、約２．７６人、中学校では
約３．８８人が対象となっている。（就学援助：生活保護基準以下の収入の世帯には、学用
品費や学校給食費、修学旅行費などが支給される。）

出典：川崎市教育委員会

■就学援助者認定数（小学校）
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５．さまざまな支援が必要な子どもについて③

いじめ認知件数（全国）

いじめの認知件数は、重大な事案が生じる度に調査方法が変更となるなど、大きな変動が
あるが、時には自ら命を絶たざるを得ない児童生徒を生むなど、いじめは依然として重大
な課題である。

いじめ認知件数の推移

出典：文部科学省「平成24年度版 文部科学白書」
文部科学省「いじめの問題に関する児童生徒の実態把握並びに教育委員会及び学校の取組状況に係る緊急調査」（平成24年11月）

（注）
１ ．平成5年度までは公立小・中・高等学校を調査。平成6 年度からは特殊教育諸学校、平成18 年度からは国私立学校、中等教育学校を含める。
２ ．平成6年度及び平成18 年度に調査方法等を改めている。
３ ．平成17年度までは発生件数、平成18 年度からは認知件数。
４．平成24年度の認知件数は、平成23年の大津事件を受け文部科学省が行った緊急調査の結果。
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５．さまざまな支援が必要な子どもについて④

いじめ認知件数及び解消率（川崎市）

本市においても、認知件数は減少傾向とはなっていないが、隠れたいじめを見過ごさない
よう、必ずあるちょっとした子どもたちのサインを捉え、学校全体で共有化する取組が必要
とされている。

■いじめ認知件数の推移

■いじめ解消率の推移

出典：市立小・中学校における児童生徒の
問題行動等の状況調査結果（川崎市教育委員会）
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H15 2003 69 66 95.7 236 204 86.4

H16 2004 41 38 92.7 298 267 90.0

H17 2005 57 54 94.7 234 206 88.0

H18 2006 152 118 77.6 399 343 86.0

H19 2007 101 84 83.2 371 309 83.3

H20 2008 115 83 72.2 301 226 75.1

H21 2009 54 37 68.5 290 203 70.0

H22 2010 161 118 73.3 281 219 77.9

H23 2011 130 86 66.2 170 134 78.8

H24 2012 353 307 87.0 238 222 93.3

H25 2013 453 272 60.0 167 144 86.2

小学校 中学校
年度
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５．さまざまな支援が必要な子どもについて⑤

不登校の状況

不登校については小中学校とも、ほぼ横ばいの状況であり、継続的な対応が必要とされて
いる。

■不登校人数の推移 ■不登校児童生徒数

出典：市立小・中学校における児童生徒の
問題行動等の状況調査結果（川崎市教育委員会）
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小学校
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児童数 出現率(%） 生徒数 出現率(%）

H15 221 0.35 1,076 4.30

H16 187 0.29 1,081 4.40

H17 190 0.29 1,169 4.69

H18 179 0.27 1,182 4.69

H19 199 0.29 1,187 4.19

H20 194 0.28 1,130 4.30

H21 174 0.25 1,091 4.05

H22 213 0.30 1,140 4.21

H23 238 0.34 1,036 3.70

H24 210 0.30 1,010 3.58

H25 238 0.34 1,048 3.65

年度
小学校 中学校
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５．さまざまな支援が必要な子どもについて⑥

特別支援学級児童数の増加（小学校）

児童数の増加割合以上に特別支援学級の在籍者が増加している。

出典：教育調査統計資料（川崎市教育委員会）
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５．さまざまな支援が必要な子どもについて⑦

特別支援学級生徒数の増加（中学校）

生徒数の増加割合以上に特別支援学級の在籍者が増加している。

出典：教育調査統計資料（川崎市教育委員会）
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子どもへのさまざまな支援 要点

子どもの教育費は、幼稚園から高等学校まで、すべて公立でも５００万円以

上、すべて私立を選択した場合、１,６００万円以上かかる。

小中学校における就学援助認定者を増加傾向にあり、小学校で約７%、中学校

で約１０%に達している。

いじめについては、子どもの生命を奪いかねない重大な人権侵害であり、学校

をはじめとする行政機関が保護者や地域と連携しながら、粘り強く対応するこ

とが必要である。

発達障害など、特別な教育的支援を必要とする子どもは増加傾向にあり、子ど

も一人ひとりに適切な支援を行う必要がある。

子どもが抱える課題は、学校での友達関係・学業成績、貧困や家庭不和、虐待な

ど、多様化・複雑化しており、学校で適切な支援を行うとともに、児童相談所や区役

所、警察などの関係機関と連携しながら適切に対応する必要がある。
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６．生涯学習社会の実現に向けて①

生涯学習施設の利用状況

教育文化会館・市民館の利用状況については、近年利用者数が増加する傾向にある。

平成15年度以降の利用状況を見ると、最も利用者数が少なかった平成16年度（約7万2千人）に対し、
平成24年度は8万5千人弱の利用があった。

教育文化会館・市民館の利用状況

73 968
72 328

77 673
78 385

76 068

79 784

80 636
79 044

80 389

84 476

84 252

-

 2 000

 4 000

 6 000

 8 000

 10 000

 12 000

 14 000

 65 000

 70 000

 75 000

 80 000

 85 000

 90 000

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

総数 教育文化会館

（人） （人）
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６．生涯学習社会の実現に向けて②

図書館の利用者数の推移

市立図書館全体の個人貸出冊数は５年連続で600万冊を越えている。
図書館の利用者は平成２５年度の新中原図書館の開館で大幅に増加した。

出典：川崎市教育委員会調べ出典：平成26年度版度教育かわさき

貸出等の推移（市立図書館） 利用者の推移（市立図書館）

（予約数：百冊）（貸出数：百冊）

-

 50 000

 100 000

 150 000

 200 000

 250 000

15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度 24年度 25年度

（人）

H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25
H15 H16 H17 H18 H19 H20 H21 H22 H23 H24 H25
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６．生涯学習社会の実現に向けて③

生涯学習の経験と成果

生涯学習の経験は、男性では30歳代、女性では30・50・60歳代で3割を超過している。
また、年齢・性別によって差異がある。

生涯学習の成果として、「自分の人生がより豊かになっている」と回答した割合が65.3％
と最も高くなっている。

この1年間での生涯学習の経験 生涯学習の成果

出典：平成25年かわさき市民アンケート報告書

はい いいえ 無回答

ｎ

全 体 (1,407)

20歳代 (45)

30歳代 (100)

40歳代 (117)

50歳代 (101)

60歳代 (113)

70歳代以上 (87)

20歳代 (73)

30歳代 (187)

40歳代 (183)

50歳代 (134)

60歳代 (122)

70歳代以上(106)

男
性
／
年
齢
別

女
性
／
年
齢
別

(％)

3.8

2.2

1.0

-

4.0

1.8

1.4

0.5

1.6

2.2

4.1

5.7

(複数回答) ｎ=(406)

自分の人生がより豊かになっている

家庭や日常の生活に活かしている

自分の健康を維持、増進している

新たな友人や知り合いができた

仕事や就職の上で活かしている

地域や社会での活動に活かしている

特に役に立っていない

その他

無回答

28.9

26.7

37.0

27.4

13.9

23.9

23.0

34.2

37.4

23.5

35.1

34.4

29.2
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６．生涯学習社会の実現に向けて④

取り組んだ生涯学習の内容と今後の取組み意向

活動分野については、生涯学習の取り組み経験の有無に関わらず、「健康やスポーツ」、
「（音楽・美術等の）趣味的な内容」に対する関心が高い。

取り組んだ生涯学習と今後取り組みたい内容

出典：平成25年かわさき市民アンケート報告書

（この1年間に生涯学習の取り組み経験無し） （この1年間に生涯学習の取り組み経験有り）

(複数回答) ｎ=(406)

健康やスポーツに関すること

趣味的なもの

(音楽、美術、舞踊、華道、書道、写真など)

資格の取得や仕事に必要な知識に関すること

教養的なもの

(文学、歴史、語学、科学など)

家庭生活に役立つ技能

(料理、裁縫、編み物など)

パソコンやＩＴに関すること

家庭教育や子育て、教育に関すること

社会問題に関すること

(経済、時事、国際、環境、人権など)

ボランティア活動に関すること

自然体験や生活体験などの体験活動

国際理解や異文化交流に関すること

その他

(複数回答) ｎ=(406)

健康やスポーツに関すること

趣味的なもの
(音楽、美術、舞踊、華道、書道、写真など)

教養的なもの
(文学、歴史、語学、科学など)

家庭生活に役立つ技能
(料理、裁縫、編み物など)

資格の取得や仕事に必要な知識に関すること

パソコンやＩＴに関すること

自然体験や生活体験などの体験活動

家庭教育や子育て、教育に関すること

ボランティア活動に関すること

国際理解や異文化交流に関すること

社会問題に関すること
(経済、時事、国際、環境、人権など)

その他

今後も生涯学習に取り組みたいとは思わない

無回答
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６．生涯学習社会の実現に向けて⑤

ＯＥＣＤ 国際成人力調査の結果（PIAAC：ピアック）

成人の「読解力」「数的思考力」は第１位

ＩＴ能力は、パソコンを使用した調査を受けた者の得点は第１位

出典：文部科学省・国立教育政策研究所

【国際成人力調査とは？】
経済のグローバル化や知識基盤社会への移行に伴い、OECDに加盟する先進国では、 雇用を確保し経済成長を促すた

め、国民のスキルを高める必要があるとの認識が広まっています。このような中、OECDでは、各国の成人のスキルの

状況を把握し、各国の政策に資する知見を得ることを目的として、初めて本調査を実施しました。

OECD加盟国等24か国・地域（日、米、英、仏、独、韓、豪、加、フィンランド等 ）が参加し、16歳～65歳ま

での男女個人を対象として、「読解力」「数的思考力」「ITを活用した問題解決能力」及び調査対象者の背景（年

齢、性別、学歴、職歴など）について調査しました。

※ＩＴを活用した問題解決能力について
パソコンを使用したコンピュータ調査でのみ
測定され、紙での調査を受けた者については測
定されない。
このため、ＰＩＡＡＣでは、コンピュータ調
査を受けなかった者も母数に含めたレベル２・
３の者の割合で、各国のＩＴを活用した問題解
決能力の状況を分析している。（習熟度レベル
１未満～レベル３まで４段階で設定）
我が国は、コンピュータ調査ではなく紙での
調査を受けた者の割合が36.8%とOECD平均の
24.4%を大きく上回っていることから、コン
ピュータ調査を受けなかった者も母数に含めた
レベル２・３の者の割合で見ると、OECD平均
並みとなる。
ＩＴを活用した問題解決能力の得点は、ＰＩ
ＡＣＣのデータを元にコンピュータ調査回答者
を母数として国立教育政策研究所が算出

読解力 数的思考力
ＩＴを活用した
問題解決能力

平均得点 平均得点 ※平均得点

ＯＥＣＤ平均‥273 ＯＥＣＤ平均‥269 ＯＥＣＤ平均‥283

①日本‥296 ①日本‥288 ①日本‥294

②ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ‥288 ②ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ‥282 ②ﾌｨﾝﾗﾝﾄﾞ‥289

③ｵﾗﾝﾀﾞ‥284 ③ﾍﾞﾙｷﾞｰﾞ‥280 ③ｵｰｽﾄﾗﾘｱ‥289

④ｵｰｽﾄﾗﾘｱ‥280 ④ｵﾗﾝﾀﾞ‥280 ④ｽｳｪｰﾃﾞﾝ‥288

⑤ｽｳｪｰﾃﾞﾝ‥279 ⑤ｽｳｪｰﾃﾞﾝ‥279 ⑤ﾉﾙｳｪｰ‥286
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６．生涯学習社会の実現に向けて⑥

「ネットワーク型行政」の一層の推進

今後の社会教育行政は、社会教育施設において講座等を自ら行おうとする「自前主義」
から脱却し、教育行政から飛び出して、多様化する地域の課題に対応するため、首長部
局・大学等・民間団体等・企業など多様な主体と連携・協働を進めていく「ネットワーク型行
政の一層の推進」が必要とされている。

出典：文部科学省
「平成24年度版 文部科学白書」

多様化する
地域の課題
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子ども夢パーク
八ヶ岳少年自然の家

H14 H26

多摩スポーツセンター

麻生区役所 まちづくり推進部 麻生市民館 岡上分館

宮前スポーツセンター
有馬・野川生涯学習支援施設

多摩区役所 まちづくり推進部 多摩市民館

橘分館
高津スポーツセンター
大山ふるさと館

宮前区役所 まちづくり推進部 宮前市民館 菅生分館

大師分館

麻生図書館 柿生分館
日本民家園
青少年科学館

川崎区役所 まちづくり推進部 教育文化会館

青少年の家
黒川青少年野外活動センター

高津区役所 まちづくり推進部 高津市民館

とどろきアリーナ

大師分館
幸図書館 田島分館
中原図書館
高津図書館 橘分館

教
育
委
員
会
事
務
局

生涯学習推進課
文化財課
川崎図書館

宮前図書館
多摩図書館

生涯学習部

体育館 田島分館

幸区役所 まちづくり推進部 幸市民館 日吉分館

菅閲覧所

教
育
委
員
会
事
務
局

とどろきアリーナ

総合教育センター 生涯学習研究室

体育館
幸スポーツセンター
石川記念武道館
高津スポーツセンター
麻生スポーツセンター

岡本太郎美術館
青少年の家
八ヶ岳少年自然の家
青少年創作センター
黒川青少年野外活動センター

麻生図書館
市民ミュージアム

大山街道ふるさと館
日本民家園
青少年科学館

中原図書館
高津図書館
橘分館
宮前図書館
多摩図書館

スポーツ課
教育文化会館

生涯学習部 生涯学習推進課
文化財課

大師分館
田島分館

幸市民館

中原市民館

田島分館
幸図書館

市民・こども局 市民文化室 岡本太郎美術館

市民ミュージアム

市民スポーツ室

高津市民館

橘分館

宮前市民館 菅生分館

多摩市民館

麻生市民館 岡上分館
川崎図書館
大師分館

幸スポーツセンター

中原区役所 まちづくり推進部 中原市民館

麻生スポーツセンター

こども本部 子育て支援部 青少年育成課

６．生涯学習社会の実現に向けて⑦

社会教育関係組織の変遷

出典：社会教育要覧（川崎市教育委員会）

多様な主体と連携した地域課題の解決等をめざして、社会教育関係組織も区役所や、市
長部局へ移管するなど、その内容とともにネットワーク型へと変化している。
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生涯学習 要点

市民館や図書館といった社会教育施設の利用者は増加傾向にあるとともに、生

涯学習の経験を持つ市民も一定割合存在し、とりわけ健康やスポーツに対す

る関心が高い。

現在のところ、日本の成人のスキルは国際的にトップクラスであると言える

が、経済のグローバル化や、知識基盤社会への移行に伴い、生涯にわたって学

び続ける必要が生じている。

また、生涯学習活動をきっかけに、新たな社会活動の担い手も生まれてきてい

る。

今後の社会教育には、多様な主体と連携して、「超高齢社会」「女性の活躍」

「若者支援」「まちづくり」などの現代的課題に対応する人材や団体を育成支

援する「ネットワーク型行政」への転換や、学校教育との連携によってシニア世代の

貴重な知識・経験を子どもに伝えるなど、生涯にわたる学びの構築が求められてい

る。
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７．教育環境の整備①

小中学校の児童生徒数の将来推計

小学校においては、引き続き児童数の増加が予想される。

●小学校では、大規模住宅開発エリアを中心
に引き続き増加が予想されている。

●中学校では、私立学校への進学が相当程度
見込まれるため、生徒数の増加の行方が不
透明である。

出典：川崎市教育委員会

H26 Ｈ27 Ｈ28 Ｈ29 Ｈ30 Ｈ31 Ｈ32

計 70,062 70,939 71,842 72,729 73,502 74,038 74,119

68,000

69,000

70,000

71,000

72,000

73,000

74,000

75,000
（人） 小学校児童数推計（平成２６年作成）

H26 H27 H28 H29 H30 H31 H32

計 28,064 28,544 28,379 28,373 28,199 28,587 29,242

22,000

23,000

24,000

25,000

26,000

27,000

28,000

29,000

30,000
（人） 中学校生徒数推計（平成２６年作成）
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７．教育環境の整備②

小・中学校1校あたりの在籍者数

小・中学校の1校あたりの在籍者数を、指定都市間で比較すると、本市は小・中学校ともに
20都市中2番目に多い。

小・中学校１校あたりの在籍者数（指定都市間での比較）

（学校数には分校を含む）

出典：平成26年度版度教育かわさき
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７．教育環境の整備③

学齢人口及び高齢人口の将来推計

高齢人口は（６５歳以上の人口）は増加の一途である。

一方で、学齢人口と近似値である５歳から１４歳の人口は平成３２(2020)年をピークとし
て減少に転じることが予想されており、当面の児童生徒増加対策（新設・改築・増築）と
ともに、将来を見据えて校舎のコンパクト化のあり方等の検討が必要である。

出典：「新たな総合計画の策
定に向けた将来人口推
計について」（Ｈ２６．８：
川崎市総合企画局）

６５歳以上
の人口

５～１４歳
の人口

H22 H27 H32 H37 H42 H47 H52 H57 H62 H67

65歳以上 239,600 293,100 322,900 340,500 368,600 408,700 454,000 482,800 498,400 494,800

5-14歳 120,100 125,300 127,300 119,400 108,400 99,800 95,000 95,200 95,200 91,800

0

100,000

200,000

300,000

400,000

500,000

600,000

700,000

(人)

学齢人口と老齢人口の将来推計

(2010) (2020) (2030) (2040) (2050)
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７．教育環境の整備④

校舎等の老朽化

７割以上の校舎が築２０年以上であり、現状では、平均４５年程度で建替え（改築）してい
るため、今後、建替えの必要がある校舎が多数生じる見込みとなっている。

出典：川崎市教育委員会

■建築年次別学校状況（公立学校施設台帳（平成24年5月1日現在）データによる）

0

10,000
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S32 S34 S36 S38 S40 S42 S44 S46 S48 S50 S52 S54 S56 S58 S60 S62 H1 H3 H5 H7 H9 H11 H13 H15 H17 H19 H21 H23
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小学校 中学校 高等学校・特別支援学校
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７．教育環境の整備⑤

建替えにかかる多額の費用

今後、これまでの手法で、老朽化した多くの校舎を建て替えていくと、大幅な財源不足が
生じる。（これまでは平均築４５年で建替え）

■何の対策もしない場合の将来費用
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H
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H
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H
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H
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H
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H

43

H
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H
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億
円

校舎改修 校舎建替え 体育館改修 体育館建替え

出典：川崎市教育委員会

20年間平均193億円

H21～25平均工事費126億円
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７．教育環境の整備⑥

校舎等の計画的な修繕による「長寿命化」

計画的に校舎等の修繕を実施することで、長く使うことができる。

出典：川崎市教育委員会

■長期保全のイメージ
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予防保全②

7億 設備予防

保全

4.5億
予防保全①

4.5億

改築
23億

予防保全①

4億

以後、同サイクルで

アセットマネジメント

を実施

項目 整備メニュー 

校舎予防保全
① 

防水・外壁改修・内装補修・電気設備改修・エレベ
ータ改修等 

校舎予防保全
② 

防水・外壁改修・トイレ改修・電気設備改修・エレ
ベータ改修・内装改修・断熱化等 

校舎設備予防
保全 

給排水衛生設備改修・空調設備改修・受変電設備改
修・給食室改修・プール更新等 

８０年間建物を使用する
場合の計画的な修繕計画
のイメージ
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７．教育環境の整備⑦

「長寿命化」「再生整備」により、効果的・効率的に教育環境を整備

「長寿命化」「再生整備」により、全体の教育環境を改善しつつ費用を低減

出典：川崎市教育委員会

■校舎を長寿命化した場合の将来費用
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校舎改修 校舎建替え 体育館改修 体育館建替え 校舎未実施分 体育館未実施分

Ｈ21~25平均工事費126億円
20年間平均91億円
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７．教育環境の整備⑧

「長寿命化」と併せて行う校舎の「再生整備」

計画的な修繕と併せて「再生整備」を実施することで、快適な教育環境を実現

出典：川崎市教育委員会
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８．教育費①

教育費の割合、財源内訳

平成２６年度予算額に占める教育費の割合は約７．１％となっているが、平成２９年度に
県費教職員給与（４００億円規模、約５，５００人）の政令市移管が予定されている。

今後、あるべき教育の姿を踏まえた効果的・効率的な教職員配置の検討や、保有資産
を活用した新たな財源確保策の検討などが必要とされている。

川崎市一般会計予算額に占める教育費の割合
教育費財源内訳

出典：川崎市教育委員会
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８．教育費②

教育費の推移等

本市の教育費は概ね横ばいで推移している。

出典：川崎市教育委員会

教育費の年度別推移 費目別歳出予算額
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教育環境・教育費 要点

児童生徒数については、当面は増加傾向が続き、２０２０年をピークとして減少に転

ずることが予測されている。一方で、高齢者人口は、増加傾向が続くことが予

測されている。

教育施設の老朽化が進む中で、学校施設を計画的に修繕するとともに「再生整

備」を実施することで、効果的・効率的に施設の「長寿命化」を進め、早期に多く

の施設の教育環境を向上させることが必要である。

長期的には、子どもの数の減少が想定されるので、全庁的な視点で教育施設のコ

ンパクト化について検討していくことが必要である。
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